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 第２３回日本弁護士連合会市民会議議事録 

 

日時：平成２１年７月９日（木）１５時００分～１７時００分  

場所：弁護士会館１６階来賓室  

出席者：（委員） 

議 長 片山善博（慶應義塾大学教授） 
    清原 慶子（三鷹市長） 

ダニエル・フット（東京大学法学政治学研究科教授） 
中川英彦（前京都大学大学院教授） 

    松永真理（バンダイ社外取締役） 
宮本一子（財団法人日本消費者協会理事、社団法人日本消費生活ア

ドバイザー・コンサルタント協会常任顧問） 
副議長 豊 秀一（日本新聞労働組合連合中央執行委員長） 

吉永 みち子（作家） 

（日弁連） 

会 長 宮﨑 誠 

副会長 田中 等、川崎 達也、藤本 明 

事務総長 丸島 俊介 

事務次長 伊東  卓、柳 志郎、椛嶋 裕之、森 徹、相原 佳子 

大橋 勝晴 

       事務総長付 野口 啓一 

広報室長 中田 貴 

取調べの可視化実現本部事務局長 秋田 真志 

         以上 敬称略 
 
 

１．開会 
（伊東事務次長） 
 それでは時間になりましたので、第 23回日弁連市民会議を始めさせていただきます。 
 まず、日弁連側の出席者の自己紹介を簡単にさせていただきます。こちらから順番に野

口事務総長付からお願いします。 
（野口事務総長付） 
 ７月１日付で事務総長付を仰せつかりました野口と申します。どうぞよろしくお願いい

たします。 
（大橋事務次長） 
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 同じく７月１日から職員事務次長になりました大橋と申します。よろしくお願いいたし

ます。 
（森事務次長） 
 本年１月１日から事務次長をやらせていただいています森と申します。よろしくお願い

します。 
（伊東事務次長） 
 担当事務次長の伊東でございます。よろしくお願いします。 
（藤本副会長） 
 ４月から副会長を仰せつかっています藤本です。よろしくお願いします。 
（田中副会長） 
 同じく担当副会長の田中等です。よろしくお願いします。 
（丸島事務総長） 
 事務総長の丸島です。よろしくお願いいたします。 
（宮﨑会長） 
 会長の宮﨑でございます。よろしくお願いいたします。 
（川崎副会長） 
 可視化実現本部を担当しております副会長の川崎でございます。よろしくお願いいたし

ます。 
（秋田事務局長） 
 同じく取調べの可視化実現本部の事務局長をしております秋田と申します。よろしくお

願いいたします。 
（椛嶋事務次長） 
 可視化実現本部の担当の事務次長の椛嶋と申します。今日は中座させていただきますけ

れども、よろしくお願いいたします。 
（柳事務次長） 
 事務次長の柳でございます。どうぞよろしくお願いします。 
（相原事務次長） 
 事務次長の相原でございます。よろしくお願いいたします。 
（中田広報室長） 
 広報室長の中田でございます。よろしくお願いいたします。 
（伊東事務次長） 
 簡単に資料の説明をさせていただきます。事前配付のものがこのクリーム色の表紙のも

の。こちらのほうをまず説明させていただきます。資料 94に取調べの録音・録画の施行に
ついての検証結果の概要というものがございます。これは今年の２月に最高検が発表した

検証結果の内容をまとめたペーパーでございます。 
 94－２と３は、その検証結果に対する意見書です。94-2がその要旨、94-3が意見書本体
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ということになります。最高検が行ったその取調べの録音・録画の施行について検証結果

というものに対する問題点を指摘して反論したものということになります。 
 それから、資料 94-4、13ページ以下ですが、こちらが今回報道されました足利事件に関
する新聞記事になります。足利事件の菅家さんが釈放されたときの記事が中心になってお

ります。この中 15 ページに読売新聞の記事が出ておりますが、DNA 鑑定の結果というも
のが出てきたわけですけれども、事件としては自白をしていると。それが公判で信憑性が

高いと認定された。けれども、その自白は虚偽の供述であった可能性が高いと。これは明

らかになったポイントです。 
 引き続いて指摘されているのは、日弁連では、冤罪でも容易に自白に至る現実を改めて

明白にしたとして、取調べの全過程の録音・録画を求める談話を発表したというような流

れで書かれております。 
 ここで引用されているのが、本日机上配付の資料で、６月４日付の会長談話をお配りし

てあります。こちらがその引用のもとになった会長談話になります。 
 それから、これまで日弁連では、取調べの可視化の実現ということに取り組んできたの

ですが、それに関する１枚もののペーパーがこちらになります。それから、もう少し詳し

く Q&A形式で内容に触れたパンフレットがこちらになります。 
 それと日弁連ニュース№４というのがございます。これは今の取調べの可視化の問題で

はなくて、前回の市民会議について報告をしたものということでございます。これはご報

告です。 
 それから、７月４日のこういったチラシがございますが、これはこの前の土曜日に、「も

う可視化しかない、取調べのすべての録画を求める大集会」というものを開催いたしまし

たが、その集会のチラシでございます。 
 以上が事前配付資料ですが、本日の配付資料としては、資料 94-5、後ほど、先ほどご挨
拶いただいた取調べの可視化実現本部の秋田事務局長からお話をいただきますが、その際

のレジュメでございます。 
 それから、日弁連で出している「取調べの可視化の実現に向けて－可視化反対論を批判

する－」という、こちらの冊子がございます。今までの取り組みの詳しい内容が書かれて

おります。 
 最後になりますが、前回の議事録がこちらで配付されておりますので、ご確認ください。 
 それとあわせて資料としてあと２枚ほどお配りしてあります。１つが、裁判員裁判対象

事件罪名別起訴件数というものでございます。５月 21日から７月５日までの裁判員裁判対
象事件の起訴の状況を数字で表したものになります。 
 それからもう１枚のほうが、被疑者国選弁護指名通知請求事件数というものでございま

す。この２枚をお手元にお配りしております。 
 それでは、片山議長、ここから進行をお願いします。よろしくお願いいたします。 
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２．開会の挨拶 
（片山議長）  
委員の皆様方におかれましては、大変お忙しい中ご出席いただきまして、ありがとうご

ざいます。本日、高木委員が残念ながら所用のためご欠席であります。 
 それでは、第 23回市民会議を開催したいと思います。 
 
３．宮﨑誠日弁連会長挨拶 
（片山議長） 
 最初に宮﨑会長から一言ご挨拶をお願いいたします。 
（宮﨑会長） 
 どうも本日はお忙しいところ、市民会議に皆様方のご出席を賜りまして誠にありがとう

ございます。 
 前回の市民会議以降、日弁連を取り巻く様々な事案が起きております。５月 21日にはご
承知のとおり、裁判員裁判、そして本格的な被疑者国選が開始されました。その件数につ

いては、お手元にお配りしたとおりであります。裁判員裁判の対応態勢、被疑者国選の対

応態勢、ご心配いただきましたけれども、全国で比較的順調に対応態勢がとれているとい

うことで安心しております。中でも被疑者国選は、ここにも件数がありますけれども、５

月 21日から合計 9,084件、１日平均 233件といいますのは、われわれの想定を少し上回っ
ている。おそらく件数は 10倍に増えましても、きっとそこから国選を選択する被告人は 10
倍も増えないだろうと思っておりましたのが、実は 10倍超えている、ただ、これについて
もきちんと対応ができておりまして、ホッとしているところです。 
ただ、地方会の弁護士会の会長さんは、歯を食いしばって頑張っていると、こういう挨

拶をされまして、どうも歯を食いしばられると、そのうち疲れが出てくるのではないかと、

心配しておりまして、われわれも様子をウォッチしなければならないなと、このように思

っております。 
また５月末、５月 29日には消費者庁等年来の運動が戻り、消費者庁、消費者委員会が設
置されることもございました。 
 もちろんこの間、今日の可視化の議論でも出ておりますが、菅家さんが６月４日には身

柄を保釈されるという前代未聞の出来事も起きているわけであります。 
 われわれ、これから裁判員裁判、あるいは被疑者国選の対応態勢に全力を注ぐとともに、

私も２年目の任期に入っておりまして、積み残しの課題について、実現をしていきたいし、

法科大学院の司法試験合格者、修習生の就職率がやはり人数が増えて何年目かになってき

ますと、12 月卒業で弁護士資格は生まれるわけでありますけれども、この段階になりまし
てもまだかなりの未定率を残していて、昨年より同時期対比 10％悪いということは、2,000
人ですと 200 人、昨年よりさらに就職できないという、こういう状況もあります。今後と
も職域といいますか、弁護士が活動できる分野を拡げるような活動もしていかなければな
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らないと思っております。 
今日は可視化ということでございます。可視化といいますと、可視化をするとどうも犯

罪捜査に支障が出るのではないかとか、治安が悪くなるのではないかというお尋ねを受け

るわけでございますが、しかしながら、ご承知のとおり、最近の暴力団は自白をしないと

いうことが申し合わせになっておりまして、拳銃の発見件数なんて年々落ちているという

ようなことで、向こうのほうが自白しない体質になっている。取調当局は自白に頼る捜査

手法になっているなと。やはり、この点も捜査手法自体改めていただかなければならない、

このように思っているわけでございます。詳細は以下、秋田さんに、今日はこのために大

阪からわざわざ出てきてくれておりますので、譲りたいと思います。 
本日はどうもありがとうございます。 
（片山議長） 
 ありがとうございました。 
 
４．議事録署名人の決定 
（片山議長） 
 それでは議事録署名人を決定したいと思います。順番で中川委員と宮本委員にお願いし

たいと思います。よろしいでしょうか。 
（ 了 承 ） 

（片山議長）  
ありがとうございます。 
 それでは、中川委員と宮本委員にお願いいたします。 
 
５．議事 
 議題 
 ① 取調べの可視化（取調べの全過程の録画）について 
（片山議長） 
 議題に入りたいと思います。お手元に配付されております議題のとおり、進めさせてい

ただきたいと思います。 
 第１の議題ですが、先ほども会長のお話にありましたように、今回は取調べの可視化と

いうテーマで議論を進めていきたいと思います。先ほどもお話がありましたように、取調

べの可視化実現本部の秋田真志事務局長にお越しいただいておりますので、まず、取調べ

の可視化実現本部をご担当いただいております川崎副会長にご説明いただき、その後、秋

田事務局長のほうからご説明をお願いしたいと思います。 
 それでは、川崎副会長、お願いします。 
（川崎副会長） 
 取調べの実現本部を担当しております副会長の川崎でございます。本日は、市民会議の
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皆さんに、この取調べの可視化という問題をご理解いただきたくてテーマに掲げておるわ

けでございます。 
 ただ、問題は、取調べの可視化という言葉自体が、なかなか市民の皆さんに理解されな

い。実は５月 14日に取調べの可視化を求める署名簿、実は 112万筆に達する署名簿を国会
に提出するという運動を行ったわけでありますが、このときも国会議員の先生方から、何

とかこの言葉をもう少しわかりやすくならないのか、こういうようなご指摘もいただいて

おります。 
取調べの可視化というのは、皆さんご承知のとおり、密室において捜査官が被疑者に対

し違法・不当な取調べを行った結果、虚偽の自白が導き出され、それによって冤罪に結び

ついている。この問題を排除するためには、取調べの当初から取調べの最後まで、すべて

の状況をビデオによって録画していこうという運動でございまして、昨今マスコミを賑わ

せている、直近ですと足利事件の菅家さん、DNA鑑定の結果、おまえがやったに違いない
と、こういうことで捜査官から責められて、自白に追い込まれています。 
ところが、精度が格段に高まった DNA鑑定で改めて調べてみたら、菅家さんの体液と全
く一致しない鑑定結果が出てきてしまったと。要は菅家さん、やっていないのに、どうし

て自白をしたんですかということになるわけですが、十数時間にわたる取調べ、DNA鑑定
がある。おまえ、いくらとぼけたって、おまえが有罪であることは明らかだということで

脅され、すかされ、誘導され、自白に至ったという形になるわけです。 
 これを避けるため、先ほど来申し上げている取調べの可視化というのは不可欠であろう

と、私どもは考えています。先ほど申し上げました署名活動というのは、取調べの全面録

画に対抗して、検察庁、あるいは警察は、一部の録画でいいんだと、こういうことを言っ

ています。一部の録画というのは、結局長い取調べの結果、自白が終わった後に、この調

書に記載されていることは間違いありませんねということを検察官が確認をする。その部

分だけが録画されている。そういうものなんですね。 
 要は、そうであるとすれば、実際に検察官が行った違法・不当な取調べ状況が全く表れ

ていない。要は、被告人が自白させられた後の姿しか録画されないわけですから、これで

は何の意味も持たない。逆に、これは菅家さんもおっしゃっておられましたし、あるいは

布川事件の桜井さんとか、志布志事件という鹿児島の選挙違反の事件の被告人の方々もお

っしゃっていますけれども、最後の自白の部分だけ撮られたって、かえって嘘の自白を補

強するだけじゃないですかという声があがっているほどでございます。 
 また、５月 21日から裁判員裁判が始まりました。市民の方に刑事裁判に参加していただ
いて、市民の経験、あるいは知識、あるいは常識を刑事司法の中に生かそうという、こう

いう試みでございますけれども、このときに市民の方を長時間拘束することは、これはも

う制度趣旨として許されないことだと思うんですね。そうなると、ある被告人が、実は取

調官に脅されて自白をしたんですという主張をしたときに、その脅されて自白をしたとい

うことを証明するために、取調べにあたった警察官や検察官を呼んで尋問を繰り返してい
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くわけです。これが何日かかるか。とてもとても３日とか５日とかの裁判員裁判で予定さ

れている期間内に調べが終わるということはあり得ないんですね。 
要は、裁判員裁判を法律的に、そしてわかりやすく、市民の方にご理解いただくために

も、取調べの可視化というのは不可欠であろうと。つまり、取調べの最初から最後まで録

画されていれば、それを見ることによって、彼が真実の自白をしたのか、それとも虚偽の

自白をしているのか。あるいは、嘘をついているのかということも、あらかじめわかって

しまう。そういう観点からも必要である。 
 日弁連は、この可視化実現の問題を今年度の刑事司法改革の最重要課題の１つと考えて、

市民の方、あるいは国会議員、あるいはマスコミの方々を通じてご理解をいただこうとい

うことで運動を進めていく所存でございますので、よろしくご理解とご支援を賜りたいと

いうふうに考えております。詳しくは秋田事務局長のほうから、逐一ご説明を申し上げま

すので、よろしくお願い申し上げます。ありがとうございました。 
（秋田事務局長） 
 それでは引き続きまして、今もご紹介いただきましたけれども、取調べの可視化実現本

部の事務局長をしております秋田から、この取調べ可視化をめぐる議論の現状と、それに

ついて日弁連が考えていることについてご説明を差し上げたいと思います。 
 お手元の資料でいいますと、94-5 というもので私の簡単なレジュメを用意させていただ
いております。それから、お手元に、先ほどもお話がありましたが、資料 94以下若干の資
料を事前に配付させていただいています。 
 過去の経緯等については、端折らせていただきまして、現時点でどういうところでせめ

ぎ合っているのかということから、早速話を始めさせていただきます。 
 今、川崎副会長からも話がありましたけれども、一部録画か、検察庁、あるいは警察庁

が一部録画を始めました。これは裁判員裁判が実施されるという中で、任意性についての

水掛け論をやっていることではできないということ、これはもう誰の目にも明らかという

ことで、動かざるを得なかったということがあるわけですけれども、今警察、あるいは検

察庁は、一部録画をしようということで、言ってみればわれわれからいうと、お茶を濁そ

うということで、この裁判員裁判を乗り切ろうという考え方でやっています。 
 これに対しましては、日弁連のほうは、あくまで取調べ全過程の録画、これであってこ

そ可視化であると。ですから、あえて取調べの可視化イコール全過程の録画といいまして、

立ち上げている一部録画については、それは可視化とは言わないんだという、そういうよ

うな言い方までしているというのが現状であります。 
 一部録画という、今はその意味では大きな争点が一部録画でやるべきなのか、それとも

日弁連が言っているような全過程なのかということにかなり議論は集約されてきているの

ではないかと思います。 
 じゃあ、検察庁、あるいは警察の考えている一部録画というものがどのようなものであ

るのかということを、まずご理解をいただく必要があるかと思います。資料 94が、これが
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最高検が説明いたしました検証結果、一部録画については試行を１年半ほど検察庁は行い、

その結果をまとめたもの、この１枚裏表にまとめた最高検のペーパー。これだけ見ると実

はよくわからない部分があります。そこで、資料 94-2、日弁連がそれに対する意見書を出
しまして、その要旨をご覧ください。 
 その裏のページ、通し番号でいうと４ページの部分、これをまずご覧いただきたいと思

います。７項の (1)をご覧いただければわかるんですけれども、録画は「レビュー方式」、
あるいは「読み聞かせレビュー組合せ方式」とあります。これは日弁連が付けた名前では

ありませんで、最高検が付けた名前です。何を言っているかといいますと、自白調書をま

ず作成をする。その作成した内容を検察官が確認をしていくという、それをレビュー方式

として、それが基本であるということを言っています。 
 そして、それに対してもう１つの読み聞かせレビュー組合せ方式というのは何かという

と、若干それに付け加わります。調書の案文を作成して、それを読み聞かせる場面。自白

調書をつくった上で草案をつくってそれを読み聞かせる場面から始める。これが読み聞か

せレビュー組合せ方式。要はとにかく自白調書の基本を作成した上で、その最後の場面だ

け撮りましょうというのが、検察庁の考え方です。これは、警察も右にならえということ

で同じ方式をやっております。 
 ですから、もう一度資料 94のほうにお戻りいただくと、１ページに３項というのがあり
まして、調書を取った時間というのが報告されています。大体 30分程度からということが、
非常に短い取調べ時間しか録画されていない。ご承知かと思いますけれども、警察まで含

めますと、非常に裁判員裁判対象事件だと、重大な事件になりますと、20 日間以上にわた
る取調べが行われるという中で、わずか 30分程度の録画がなされているだけだと。これが
日本で言われている一部録画の現状であります。非常に検察庁は、あるいは警察も含めて

ですけれども、および腰のままで一部録画をしているということがおわかりいただけるか

と思います。 
 では、なぜこういうやり方をするのかということなんですけれども、これがとにかく検

察庁、警察庁が言うことは、取調べの録画というのは、真相解明機能に対して悪影響を及

ぼすんだという議論が繰り返し出てきます。これが 94の２ページだけのレジュメに繰り返
し出てくる。例えば４の(1)の①というところに、真相解明機能が害されるおそれがあるこ
とから実施しなかったという言葉が表現として出てきます。 
 それから、(3)のところをご覧いただければわかるんですけれども、録音・録画取調べの
真相解明機能に及ぼす影響がどうのこうのということが書かれておりまして、ここでは、

供述態度が変化した事例が存在しているから、真相解明機能に影響を及ぼす場合があり、

実施方法には十分な慎重を要する、と書かれています。 
 それから、検証結果のまとめ、５のところに四角く囲まれています。２つ目の○のとこ

ろでありますけれども、「他方、録音・録画が取調べの真相解明機能に影響を及ぼすことが

あることが明確となった。であるから、録音・録画の実施方法については、十分な慎重さ
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を要することが再認識された」という、そういう表現を使っております。 
 とにかく、ひたすらこの議論でありまして、つい先日出ました警察庁の検証結果もほぼ

同じ表現を使っております。 
 とにかく、録音・録画をすると真相解明機能に影響を及ぼすんだという、その一言を繰

り返し言っている。そういう状況になっております。これをわれわれはどう評価すべきな

のかということになります。 
 もう１つ前提として確認しておきたいのですが、録画の中でどんなことが行われている

かということは、先ほど言いましたレビュー方式、レビュー組合せ方式なんですけれど、

彼らがじゃあ何をやっているかというのですが、私も一部見たものがあるんですけれども、

それに出てくる警察官、検察官が、例えばこういうことをいきなり始めるんですね。「じゃ

あこれから４日前の取調べでやった状況について確認していくからね。」と、被疑者に向か

って言います。「そして、これがそのときつくった調書だよ。」というようなことを示して、

「ここにあなたの署名押印があるからね。」、「これあなたが署名したことに間違いないよ

ね。」と、そういうやりとりを実は撮っているだけなんです。真相解明云々というのは、本

来は４日前の取調べで何が起こったかじゃなくて、実際の事件がどうであったのか、本当

の犯罪行為がどういうふうに行われていたのかということが、本来問題にすべき真相解明

になるはずであるにもかかわらず、そこでやられていることは、４日前の取調べが普通に

行われましたよね、そういうことをやっているだけだというのが、日本の一部録画の現状

ということになります。 
 じゃあ彼らがやっている真相解明、彼らが非常に問題にしている真相解明機能というの

は何なのかということにさかのぼるわけですけれども、これは実は彼らが調書として描き

出した事実、これに署名押印したかどうか、これを納得したかどうかこそが真相解明なん

だと言っているというのが彼らの説明であります。 
 取調官が供述調書として作成したものを、被告人が認めた、被疑者が認めたかどうか。

これが真相解明なんです。これがそうなんだろうかという、そこの根本問題にわれわれは

立ち至らなければなりません。密室である以上、そこで語られるのが真相かどうか。これ

はあくまでわからない。 
 もっと端的に言うと、取調室の中では真実ももちろん語られるかもしれません。しかし、

虚偽も語られる。このことについてどこまで彼らが意識しているのかということについて、

根本的な問題、疑問があるはずなんです。 
 なぜ真相解明ができなくなるかということについて、捜査機関はいろんなことを言いま

す。例えば信頼関係がつくれなくなる。密室でひそひそ話ができなくなる、話せなくなっ

てしまうんだという言い方をするんですけれども、ひそひそ話の中には真実もあるかもし

れませんけれども、嘘も含まれる。信頼関係があることによって、真実も語られるかもし

れませんけれど、嘘も語られる。そのことについての根本的な認識、検証ということを全

然しようとしていないということが大きな問題です。 
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足利事件が何だったのかということを考えていただいて、信頼関係をつくったつもりに

なっています、取調官は。彼らはそれによって、自分たちのつくっていた、見極めていた

ストーリーというものを足利事件の菅家さんに押しつけました。それをもって彼らは真相

解明と言っているだけなんです。 
志布志事件も同じことのはずです。鹿児島で起こったこと。あれらは彼らがいろいろや

りまして、いわゆるたたき割り捜査ということをすることによって、それによって彼らは

ストーリーをつくりあげます。それを認めさせること。これが彼らにとっての真相解明な

んです。 
 富山の氷見事件も同じなんです。彼らは先にストーリーを、彼が犯人であると。柳原さ

んが犯人であると、彼が犯人としてこういうことをしたに違いない。それを認めさせる。

それが真相解明だというふうに思って、それを押しつける。そういう押しつけに対して密

室の中で人間はどういう心理状態になって、どういう態度をとってしまうのか。そこにつ

いての検証というものをしようとしていないんです。簡単なことなんです。密室の中では

真実が語られるかもれしませんけれど、嘘も語られる。信頼関係はつくられるというんで

すけれど、非常にゆがんだ信頼関係がつくられるおそれがある。 
 権力者である捜査官が、「おまえは犯人だ。」と決めつけているという流れがあります。「証

拠があるんだ。」と、「おまえがいくら否認してもだめなんだ。」と。「おまえはこういうこ

とを認めなかったら罪は重くなる。俺たちは真実を知っている。いくら否認してもだめだ

ぞ。」という圧力の中で、「頼ってきなさい、君が救われるのは私たちの考えている事実を

認めることなんだよ。」という、そういうことが密室取調べの中では起こっている。非常に

恐ろしいことなんですけれど、私たちは取調官の人たちが悪意でやっているとは思いませ

ん。彼らは善意で、それこそ正しいことをしていると思い込んでやってしまうんです。そ

ういう過程というものが全然見えなくなってしまう。これが密室取調べのはずなんです。

信頼関係を構築することによって、嘘をつくってしまう。嘘の事実があたかも真相解明で

あるかのようになってしまうということについての検証がないままに行われているのが、

今の日本の裁判です。 
 不思議な話なんです。要するに取調室の中でつくられていった事実、捜査機関が思い込

んだ事実、これが正しかったどうか、それを検証しましょうという形の裁判が、これまで

延々と行われてきたのです。本当に供述がそういうことを語られたのか、語られなかった

のか。語られたとしたらなぜなのか。それがすべて見えない形でつくられてきました。そ

して調書という形、非常に断片的な形でつくられた最後の最後のまとめの部分だけをもっ

ていって、それが真相解明だと言ってみたり、それによって事実が明らかになったという

ようなことを言おうとしている。それを検証して、有罪だ無罪だということをやっていた

のが、これまでの裁判だったというふうにわれわれは評価しています。 
 おかしいのではないでしょうか。もともとは本当に事件であったのか、犯罪があったの

か、それから犯人がこの被疑者なのか、被告人なのかということを聞くことこそが裁判の
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本当の対象であるにもかかわらず、密室で何が行われて、密室で本当にそう語ったのかど

うかというのが重大な争点になっているということが根本的な問題なんですけれども、実

はスキームを維持したいといっているのが、一部録画なんです。非常に不自然な形での一

部録画、レビュー方式だとか、組合せレビュー方式だとかというやり方だというのが、わ

れわれの見方です。 
 そういうことを考えますと、出てきた供述が本当に真相、真実を語ったものであるのか

どうなのかというのは、供述過程を見ないとわかりません。どういう問いかけに対して、

どういう答えが返ってきたか。それに対してどのような記録がなされたのか。そのことが

わからないと、検証のしようがないんです。 
 そしてもう１つ、極めて危険なことがあります。一部嘘でも自白をしてしまう、一度で

も自白をしてしまった人は、その人の心理として、嘘の自白を維持してしまうという現実

が心理としてあるんです。みんなそうなんです。菅家さんが典型なんですね。彼は公判に

行っても一部、捜査段階で自白をしてしまったから、公判に行ってもかなり長い間、嘘の

自白を維持しています。 
 富山の氷見事件の柳原さんもそうです。彼は、捜査段階で嘘の自白をしてしまった。そ

の絶望からきて、全く嘘の事実であるにもかかわらず、公判でずっと嘘の自白を維持して

しまう。志布志事件もそうなんです。志布志事件は、６人自白した方がおられますけれど

も、１人の方は公判で嘘の自白にこだわっていました。第１回までは公判で、まだ嘘の自

白を維持していました。一度してしまった自白に人間というのは自らこだわってしまう。

そうすると、一部録画で最後だけ撮ってしまうだけでは、本当の意味の危険性というのは

何も除去されない。 
 そうである以上、われわれは取調べの全過程、供述を始めたはじめの過程から撮って、

もし供述が変化したのだったら、なぜ変化したのか。その場面を記録しておかなければな

らない。これは論理必然的で当たり前のことのはずだと考えています。 
イギリスで取調べの可視化が始まったときに、これは 1980年代なんですけれども、その
後、非常にイギリスでは取調べについての危険性という問題が再認識されるようになりま

した。今言いましたようなことは、全部取調べの過程についていろいろ録音がなされたこ

とによって、検証されたことによって、心理学者なども交えて、警察官が嘘の自白が、ど

ういう場合に嘘の自白をしてしまうのか。そうした場合、どういう心理に陥るのかという

ことを徹底して科学的な検証をしていき、そしてイギリスでは取調べ手法について、コグ

ニティフ・インタビューという表現を使っているようですが、心理学者も含めて、どうい

うことで、間違った自白を引き出さないためにどうすべきかという取調べ手法を開発しよ

うと、そこまでもうやっている。 
 ところが、日本は密室取調べにこだわっているがゆえ、先ほどのようなことで真相解明

だと言い続けているがゆえに、いまだにそういう捜査手法、取調べ手法というものについ

ての正しい知見というのが得られず、科学的な検証もなされず、まだまだ延々と水掛け論
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の中で議論は続いている。これが日本の現状です。 
 いろんなことを申し上げてきましたけれども、彼らが言っている可視化をすると、真相

解明というものができなくなり、治安が悪化するなんていうことを言っていますけれども、

逆のことも考えなければいけません。その自白を強要された人が本当に納得して、刑罰を

受けているでしょうか。密室取調べによって警察、あるいは捜査機関に対する信頼も落ち

ること。そのほうがよっぽど治安を悪くすると、私は思います。そもそも取調べの可視化

をするかどうかで、本当の国の治安というものが決まるというものでは、私は絶対ないと

思います。取調べの可視化をしたら治安が悪くなるというのは、これは本当に風が吹けば

桶屋が儲かる式の議論ではないかと。 
 いろんなことを申し上げましたが、そのぐらいで私の報告とさせていただきます。あり

がとうございました。 
（片山議長） 
 ありがとうございました。 
 それでは、この件で委員の皆さん方からご意見、ご質問、ご発言をお願いします。いか

がでしょうか。 
（松永委員） 
 今、菅家さんが無実になられた、こういうときこそチャンスだなというふうに思います。

今までもずっとそうやってこられたのに、何でずっと水掛け論が続いているのかなという

のが、外から見ていると不思議だったというのがあります。あとネーミングの話がありま

したけれども、取調べの可視化ということでわかりづらいということですが、今ビジネス

社会でキーワードとしてよく言われるのは、見える化、これは本当に一般的になっている

ので、取調べの見える化というだけでも、全然見え方が違ってくると思います。 
（秋田事務局長） 
 これは確かにわれわれ延々と議論はしておりまして、彼らの議論も非常にいろいろ変わ

ってきているのは事実なんですけれど、はじめのときはやはり自白というものが取れなく

なるということですね。はじめの頃は真相解明論ということを言っていたんですけれども、

それに対して議論、だいぶ実はあちらのほうの議論も変わってきたのは事実です。当初の

頃は、とにかくいわゆる精密司法論ですけれども、日本ではこういうのが捜査手法である

と。それで、それがやれなくなったら、日本の裁判そのものが成り立たなくなるみたいな、

非常に観念的な議論から始まっていっていたと思います。 
その後いろいろ議論が進化していく中で、変わってはきています。しかし、一部録画を

やらざるを得ないという状況にはなって、そして、なお真相解明機能阻害論という議論を

今も続けているという状況です。 
 彼らのほうも変わっていっているんですが、それでもなお警察が非常に可視化に対する

抵抗勢力として非常に強い立場をとっているということがはっきりしている。これは政局

的な話になっていきますけれども、われわれがこういうことを訴えていく中で、非常に民
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主党のほう、あるいは野党の方、実は公明党の先生方もかなり積極的に評価をしていただ

けるんですけれども、警察官僚クラスがとにかく自民党に対して激しいロビー活動を続け

ている。自民党の方の中にも、ちょくちょくそういうことで可視化に前向きな姿勢のこと

をチラッとおっしゃる方がおられると、すぐに翌日には警察官僚のメンバーがその人のと

ころに訪問して議論をしているんですね。 
 言われることは、そんなことをしていたら、日本の治安は与党としての責任を果たせる

のですかということをおっしゃっているようであります。これは実は、アメリカでイリノ

イ州でも 2005年に同じように取調べの可視化が実現をしているんですけれども、そのとき
にも同じようなことがありまして、そのときは当時のライアン州知事が取調べの可視化、

全過程の録画を法案としてつくりたいということになったようなんですけれども、そのと

きにやはり警察が言ったことは、そんなことをすると治安が悪くなるということで、治安

が守れなくていいのかということで、かなりロビー活動をやっています。 
そのことはアメリカの民主党にとっても、犯罪に対して弱腰であるというふうに見られ

るというので、非常に問題であるということで、かなり腰砕けになりそうだったようです。 
そのときに、いや、それではだめだと。やはり全過程をしなければいけないということ

を強く訴えた人が当時の州の上院議員であったオバマだったのです。それは一部録画では

だめだと。全過程でなければならないということ、一部では自白の過程がわからなければ、

そこで何が行われるかわからないということで、全過程を強く推進されたのがオバマ上院

議員だったということです。 
今、そういう中で同じようなせめぎ合いが、アメリカイリノイ州で起こったようなこと

が日本で起こっているという現状であるというふうにご理解いただければと思います。 
（清原委員） 
 基本的なことを教えていただきたいのですが、取調べの過程を録画するときというのは、

撮影のアングルというか、対象者はどういう形で撮影されるのですか。つまり、被疑者と

いうか、容疑者の方だけではなくて、取調べの方も撮影の対象に入ると思うんですけれど

も、カメラがどこの視点にあるかということをまず基本的なこととして教えていただきた

いのが１つ目の質問です。 
 それから、これは積極的に虚偽の自白を防ぐという機能があるということをこの間一貫

して説明していただいたんですけれども、もちろんそれだけではなくて、「真実を明らかに

する」という基本的というか、最も重要なことが取調べで行わなければならないとするな

らば、真犯人の場合にこの取調べの可視化をすることに意味があるはずなんですよね、当

然のことながら。そんなに想像したくもないんですけれども、逮捕された人がすべて真犯

人ではないということではなくて、基本的には真犯人というか、容疑者が逮捕されて取調

べをされると私は思いたいんですけれども、そうであるならば、この取調べの可視化をす

ることによるメリットというのは、必ずしも自白の任意性、信用性を立証できるためだけ

ではないというふうにも思うんです。けれども、特別に日本の取調べの際に裁判員制度と
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合わせて可視化、「見える化」が言われたということには、「自白の信用性の立証性」とい

うことがあるだろうということは、本日のお話でよくわかりました。 
 これに加えて、積極的な機能といいましょうか、そういうものがあるというふうに思い

ますので、それについてもご紹介をいただければありがたいと思います。以上、２点お願

いいたします。 
（秋田事務局長） 
 まず１点目の件について、ご説明をさせていただきますけれども、日本の場合は、検察

官の場合は大体取調室の検察官の背後にカメラが用意されておりまして、しかも大体スピ

ーカー型をしておりまして、それがカメラであることを意識させないということを考えて

いるようです。レンズは２つ付いておりまして、１つがアップにして、検察官の後頭部と

被疑者の顔が見えます。それが大きな画像として記録されるようになっていまして、それ

から小さな画像で、取調室全体を大体見渡せる。レンズの位置はほとんど同じですから、

アングルが変わるわけではないのですけれども、全体が見渡せるような状況になっていま

す。ですからもちろんそういうことで、カメラの死角において何か暴行が行われるとか、

そういうことを防ぐということが考えられています。 
あと編集ができないようにするというようなことで、わざわざデジタルで撮りながら、

それを一回アナログに変換をした上で、記録がデジタルで改ざんされないようなという、

そういうことも考えられています。 
 カメラと意識させないようにする。それから被疑者、捜査官両方が映るようにする。お

そらく警察も同じ体制になっているはずなんですけれど、そういう意味では、カメラの視

点などは意識をしています。この点については、日弁連も一部録画がされ始めるときに一

定の意見を言ったということも背景にあります。 
 ただ、今それでよかったかどうかということについては、まだ議論の余地があり得ます。

これから改善をしなければいけない可能性も非常にあると。非常に正面から撮っていると

いうことで、表情などについて、表情がアップになっているということで、誤った印象を

与える可能性がある。インタビューのとき、どういう方向から撮ったほうがその人の心理

というのがよく読めるのかというようなこともあって、逆に今みたいなアングルだと、嘘

のことを言っていても真実に見えてしまうのではないかという観点からのご指摘をいただ

いています。特にオーストラリアとか、ニュージーランドでそういうことを調査してこら

れた学者の先生がおられまして、もう少しカメラのアングルを変えたほうがいいんじゃな

いかというようなことをおっしゃっている方もおられます。そういう意味では、これから

われわれも少し検討をしなければいけない側面があると思います。 
 それから、もう１つ、２つ目の点でおっしゃった点は、非常にわれわれも考えておりま

す。１つには自白の虚偽自白を防ぐという機能、可視化にはそういう機能があることは当

然なんですけれども、たくさんの機能が含まれているというふうに思います。先ほどから

お話にあった、もし、仮に虚偽の自白をしてしまった場合に、それを後から検証するとい
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うことです。それから、真相を述べた、本当に自白をした場合にはそれを固めるという機

能も非常にあります。 
これは、NHK で私も見たんですけれど、昭和 30 年代に起こりました吉展ちゃん事件の
ときですが、否認のときからずっと録音がなされていました。非常に熱心な刑事さんが、

きっちりと証拠というものをかき集めてきて、そしてそれを順次突きつけていくことによ

って、嘘の否認から自白に追い込んでいく。本当の真の真摯な自白に持っていくことがで

きたのです。その過程というのは非常によくわかるような録音になっているということが

わかります。 
ですから、そういう意味で可視化は真相解明にも正直非常に機能するのです。これは実

はアメリカとかイギリスでもそうですけれども、そういう議論は常になされています。特

に自白の過程というのが明らかになる。そうすると、そういう形でずっと全過程が録画さ

れていて、本当に自白に至った場合の任意性の争いとか、そういう争いが全くなくなると

いう言い方がなされます。可視化を導入した海外ではほとんど警察官がはじめは非常に否

定的なことを言っているにもかかわらず、実際に全過程の録画を始めると、むしろそれに

対して積極的なことを言うのは警察官のほうであると。彼らが「自分たちを守ってくれる。

真相解明にも非常に役に立っている。」というのです。ライアン委員会、先ほど言いました

イリノイ州のライアン委員会の中で取調べの可視化を推進する役割を果たされたトマス・

サリバンさんという教授がおられるんですけれども、その方が論文に書かれています。そ

の副題が Everybody winsというんです。要するに誰もが勝者である。それは警察官も取調
べの全過程を録画することによって勝者になれるし、人権を守る会の弁護人もなれるし、

そして被疑者もなれるしという、そういう意味で Everybody winsという表現を使っている
んですけれども、非常に象徴的な言葉ではないかと思っています。 
 この、逆に日本の 94の資料で、非常に供述が変化したとか何とか言って、いろんなこと
を言って、および腰のことをやっているんですけれど、彼ら勝者になれないのは、まさに

一部録画で、本当に部分的に取り上げようとするからであって、全過程をやれば、彼らも、

日本の捜査官も勝者になれると私は思っています。 
（清原委員） 
 ありがとうございました。やはりその機能の中でも極めて中心的なのが真相の解明機能

だというふうに思いますし、そのことを今言ってくださった“Everybody wins”、誰もが勝
者だとしたら、そのお立場お立場でどういうメリットがあるのかということが、さらに整

理されるとよいのではないかと思います。今説明を伺っていて、何となく日弁連と検察、

警察が対立構造のようにこのお話が進んでいるかのように伺えたのですが、私はそういう

運び方というのは、建設的ではないように思います。ぜひ、共にそれぞれにメリットがあ

るのだというような展開を、私のような立場では期待したいと思いました。ありがとうご

ざいました。 
（吉永委員） 
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 聞いていると、一番真相の解明というところで、他方は、それは資すると言い、他方は

害すると言っている。これが全くどちらも勝てないという、とても進歩のない構造の中に

ずっと足踏みをしているのはなぜだろうと。こんなにものを詰めることが得意な方々、法

曹界の方々が、どうして、これ、詰まらないのかなというのがとても不思議なんですけれ

ども、必ず言われるのは、つまり可視化になると、あなた方はみんなそれでうまくいくと

思っているけれども、容疑者というのはみんな一筋縄ではいかない人たちなのだから、そ

このところで紳士的な態度を強要されると、落とせなくなると。それで、みすみす目の前

にあがっているのに逃げ切られてしまうんだということを言う人がとても多いんですね。 
 それに対してじゃあ一般の市民が、そうなんだと、そうかもしれないなと。それとやっ

ぱり多少手荒なこととか、多少はそういうこともしょうがないのかなという、そこに戻っ

ていってしまうんですよね。だから、ここのところをきちんと詰めていかないと、逆に可

視化することによって、逆にそういう態度をとっていることが将来的に不利にもなるとい

うことになれば、両方にとってプラスになっていくだろうと思うんですけれども、一向に

そういう流れになっていかないというのは、どこかで基本的なところの共通認識が持てな

いんだと、持とうとしてないのか、持たないのか、よくわからないですが、今日の検証の

あれを見ていても、録音・録画の実施上の問題点というのがありますね、２ページ目に、

４というところにね。問題点のあるところ、ここ重要なところなんだと思うんですね。向

こう側が言ってきているところですから。こういうところを１つずつ１つずつ詰めていか

ないと、共通のところに行かないんですよ。実際に録画・録音をしなかった事件 164 件と
いう中の①というのは、真相解明機能が害されるおそれがあるという、これがまさに一番

ポイントなんです。組織犯罪事件と書いてあるわけですよね。これはおそらく容疑者がお

となしそうな人だったらいいけれども、やばそうなやつだったら、こういうところにこれ

入っちゃうわけですよ、もうこの段階で。これではやる意味が全くないのではないかなと

いう気がするんですね。 
 あと、３番のところに、被疑者が録音・録画を拒否したために実施しなかった。これを

聞いただけで、じゃあこれは被疑者の選択制なのかと。被疑者がやってくださいと言えば

できることなのかと。やらないと言えばできないという、こういうところで検証しちゃっ

ていいんだろうかというのが、基本的なまず疑問です。取調べを受けている姿を他人に見

られたくないと言ったと。他人って誰ですか。事実を供述しており、録音・録画の必要は

ないと。これは一体どういうシチュエーションでこの人たちがこういうことを言ったんで

しょう。事実を供述しているから必要ないよなんていうことを言わせること自体がおかし

な話ですよね。それから共犯者からの暴行をおそれる。これも他人に見られると一緒で、

ここの情報がどう管理されるかということに対して、全くの信頼性をおいていないという

ことになりますよね。緊張して十分供述できない。これはむしろ可視化されたほうが緊張

しないと思うんですね。何が起きるかわからないという状況ではない。それから、弁護人

からの指導って、これは一体何なんでしょうかというのもあります。こういうことに対し
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て、きちんと事実関係と、この言葉の持っている意味の勘違いなり、こういうことを１つ

ずつ検証していくという、この検証にもう一回検証する。それを同じ土俵の中で語っても

らわないと、一般のところではいつも不明なままに、最終的にはこれは損だ得だの話から

一歩も出ていかないような気がして、そもそもこういうことに対して、きちんと同じ土俵

で詰めてもらいたいなという気がするんですけれど。 
（秋田事務局長） 
 おっしゃるとおりだと思います。ただ、われわれは１つ大きな問題がありまして、われ

われは目的外使用の禁止ということで足かせを課せられていまして、こういう事件で出て

きている DVDというのは、われわれ自分の事件の担当事件は検証できるんですけれど、そ
れ以上の検証ができないんですね。 
 彼らは、最高検は目的外使用しているんです。最高検の担当者は全部見た。160何件だか
何百件もの、 
（宮﨑会長） 
 目的外使用の説明を。 
（秋田事務局長） 
 そうですね。目的外使用というのは、要するに刑事記録として出てきた DVDも刑事記録
になりますよね。そうすると、裁判のため以外に使ってはならないというのが刑事訴訟法

の規定にありまして、目的外使用の禁止ということになっているんですね。 
そうすると、例えば第三者委員会みたいなもので、本来であれば警察、検察がやるだけ

じゃなくて、みんなで検証すべき、あるいは本当にいろんな公平な第三者が検証すべきと

ころだと思うんですけれども、それが今刑事訴訟法の足かせのために、われわれはできな

い状態になっているんです。ですから、ある意味で断片的なこちら報告受けながらやって

はいますけれども、彼らが言っているのも、要するに冊子としてこういうもの、こういう

ことであったんですよという、非常に主観的な表現も含めて供述が変わっただとか、何だ

とかという、実際はまさにそこも検証できない。闇みたいになってしまっている。これが

１つ大きな問題なんです。だから、そこも含めて何らかの形で提言をしていければ、今回

の足利事件なんかも、非常に大きな検証課題というのはたくさんあるはずなんですね。そ

ういうことについて、今司法の独立だとか、裁判官の独立だということで、それを検証で

きなくなるんじゃないかといういろんな問題があります。裁判員裁判の３年後検証に向け

て、どういう検証をするのかということもありますけれども、検証のあり方というのは、

本当にこれから意識をしなければいけない。今おっしゃったように、かみ合った議論をす

るために、そういうことができるようにしていただければありがたいと考えています。 
（中川委員） 
 ちょっといいですか。私も今吉永さんが言われたのは非常によくわかりまして、うまい

こと言われたなと思うんですけれども、結局言葉と言葉の喧嘩みたいな感じになっていま

して、本音のぶつけ合いになっていないような気がするんですよ。多分、検察、警察の言
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いたいことは、あんたら、何もわかってないよと。そんな、あんなやつらを相手にして、

短期間に、限られた時間内にきちんとした結論を出すためには、そんな紳士みたいなこと

やったらできないと。多少手荒で強引でないと無理ですよというのが、多分本音だと思う

んですよね。 
 それは、ある意味では多少はそうかもしれませんね。それがいいか悪いかという、それ

は行き過ぎれば悪いに決まっているけれども、ある程度は、それはやむを得ないかもしれ

ないこともあると思うんです。それを全部そういうものがだめだということをいえば、こ

れはとても議論にならないですよね。だから、そこのところはやっぱり本音で話をしない

と、僕はだめだと。 
それで多分といいますか、検察の体質は、結局ずっと江戸時代の昔からの岡っ引き体質

を引き継いでいて、とにかく密室の中で人情と脅しとあれとで、何とか本人のギュッと魂

を引っ張り出そうという手法でしょう。その体質は１つも改まっていないと思うし、それ

がいけないと思うんですね。だから結局そこのところは、何が必要かといったら、やっぱ

りさっき川崎副会長が言われましたように、やっぱり近代的な司法技術というものが、多

分もっと研究しなければいけないことがあると思うし、それからやっぱり証拠の収集能力

を向上させて、そんな何も人情に訴えなくてもいいようにやるというこの２つの点をやは

りもっとやらなければいけないと思うんですよね。それを放っておいて、密室主義を貫こ

うというのは、やっぱり僕はちょっとそれはあまり合理的じゃないなと。 
だから、そういう方向に検察、警察がこの問題を通して動いてくれれば、非常にいいと

思いますし、それから日弁連のほうも、あまりキャッキャッキャッキャッ攻撃するだけで

はなくて、結局真実解明ということが大切だとすれば、やっぱり多少は協力すると。例え

ば、この資料を拝見すると、諸外国では弁護士立会を認めていますよね。このことも全然

おっしゃらないというのは、僕はちょっと片手落ちだと思います。やはり弁護士立会とい

う形で可視化をカバーすることも、多分これは大変だと。そんな時間もないしというよう

なことになっていると思うけれど、それはやっぱりちょっといいとこ取りだと思うんです

よ。だから、ちょっと何となく建前同士の闘いが激しすぎて、そこをちょっと感じますね。 
 それと、１つこれは質問なんだけれども、もし可視化をやったら、裁判の負担というの

が増えるということはありませんか。全部 20日間で 10時間やったとすれば 200時間です
よね。それは全部は見ることはないとしても、どこにどういう場面があるかというのは、

わからないわけですから、結局はずっと相当見なければいけないということになるでしょ

う。 
（秋田事務局長） 
 私がイギリスを訪問して聞いてきた話では、まずそれが使われることはほとんどないと

のことでした。録音・録画がなされますと、任意性に対する争いというのがなくなる。要

するに嘘の自白であったのかどうなのかという争いがそもそもなくなりますから、非常に

効率化が進むのです。私はあちらで警察官５、６人会ってきましたけれども、たくさんた
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くさん一生懸命取調べするんだけれど、実はほとんど陪審の使われたことが、彼らは一度

もないと言ってましたね。 
 仮にもし争いがあるとしても、それは大抵まず反訳書をつくって、反訳書の中でやりま

すし、実際問題として本当にないということでした。 
 それとなぜ日本で延々と 20日間もやらなければいけないのかという問題もあります。１
日 10時間も話していて、一体何しているんだろうかというと、よくよく考えると本当に無
駄話ばっかりの時間ですよ。そういうやった、やらない、やった、やらない、いやこうだ

のああだのという繰り返しです。可視化をすればそういう取調べそのものの効率化という

ものが非常に進むだろうと、私は思っております。それは確かに未検証のというか、少な

くとも諸外国での経験できているところだと私はそう思うんですけれども、そういうこと

も含めて、それこそまさに検証すべきところだったんですけれども、これがはじめに結論

ありきで、一部録画で最後の場面だけ撮ってという、そういう意味では、これは本当の意

味で可視化に向けての検証には全くなっていない。今おっしゃるようなことも含めて検証

していくべきだと思います。 
（宮﨑会長） 
 私、アメリカでフリートライアルというのか見たときに、検察官と弁護人のやりとりは、

録画テープを渡す、調書を渡すというのが検察官の仕事で、調書というのは一体何書いて

あるのかというと、このテープに何が入っているという目録が入っていて、それに被疑者

がサインをしていると、こういうことなので、時間がかかる、録画テープを調べることに

よって時間がかかるということはないわけですね。それでほとんど争いがなくなるわけな

ので、ですから、録画テープがある、だから、それを現に本当に見なければならないとい

うような事例というのはほとんどないというように聞いています。 
（フット委員） 
 いろいろと言いたいことがありますけれども、整理していませんので、前後するかもし

れません。実は私の日本法の研究のはじめは、免田事件その他の冤罪事件でありますので、

まさに私にとって、これは新しくて非常に古い話であります。死刑冤罪事件の後にいろい

ろな検証が行われ、中には調書裁判の問題点などというテーマもありました。私も論文な

どでそれを取り上げて録画、そのときは可視化という言葉は使いませんでしたけれども、

録音・録画という言葉を使いましたが、なぜ警察・検察側がこれだけ抵抗しているのかと

いうことも、その論文で書いたわけです。その後検察官から手紙が来て、録音・録画とい

う制度を取り入れれば大変なことになるんだよという、そういう手紙もいただきました。

その時点で私は、本当にそうなのかなと思って、ですから、本当にその本音は何なのか。

これだけ抵抗している本音は何なのかということをずっと考えてきましたけれど、先ほど

吉永委員、中川委員からの話を聞いて、やっぱりそうだろうなと思いました。冊子の 23ペ
ージの注を見て、松尾当時検事総長の話で、「衆人環視のオープンな形の中では」という言

葉がありますけれども、その言葉が私にとって分かりにくいものです。しかも、先ほどの



 20

目的外使用の話からすると、ますます「衆人環視のオープンな形」のという言葉が分から

なくなってきます。と言いますのは、録音・録画しても、その内容を公表することが目的

外使用に当たりますので、取調べの実際の状況が衆人環視のオープンなものにならないは

ずです。とにかく、松尾元検事総長の言葉を見て、ひょっとしたらそこには本音が現れて

いるのではないかと思いました。もちろん一般人が取調べそのものを見るわけではありま

せんけれども、それを録画してしまえば、取調べは実際どのように行われているかという

ことは、一般人が見えるようになり、そしてそれに対する反発が起きることを恐れて、そ

れが本音なのかなと思ってしまいました。ですので、そういった、なぜこんなに抵抗して

きたのかということは、いまだに不思議に思っています。特に海外の経験からしまして、

私の聞いているところでは、イギリスだけではなく、オーストラリアですとか、あるいは

アメリカのいろんな州では、最初は抵抗しました。日本と全く同じように警察側、検察側

は抵抗しましたけれども、一旦導入してしまえば、やはりこれはわれわれのためにもなる、

ということにもなります。先ほどの Everybody winsということで、むしろ警察側としては
これを利用しているという話をよく聞きます。さて、そうだとすれば、日本はどこが違う

のかということで、１つには、考えますと、20 日間という長時間にわたる取調べでありま
すし、しかも別件逮捕などの場合ですと、たまには２か月、３か月となるケースもありま

すので、それだけ長時間の録音・録画というのは、他の国とは事情が違うのかなと思った

りします。あるいは別の違いとして、日本では取調べがこれまで全く密室で行われてきま

したので、先ほどの話にありましたように、アメリカですと弁護人の立会の下での取調べ

ですので、これまでは日本にはそういった伝統がありません。それがまた外国とは違う状

況なのかもしれないと思います。ですが、そういった意味ではあるいは不安だけではなく、

日本の状況は違うんだという検察官側の主張には一理あるかもしれませんけれども、だか

らいいとは、だからそれが正しいとは思いませんけれども、でもそういった事情の違いは

あろうかと思います。 
 もう１つ、免田事件やその他の事件で大きな問題となるのは、調書の利用であって、そ

れも今回は可視化が進めば調書の利用の必要がなくなるかもしれませんけれども、私は先

ほどの宮﨑会長の話にありましたように、アメリカの調書はまさに言葉どおりです。まさ

にそのとおりのものですので、これは整理されたものではありません。日本の調書は整理

されたものであるからこそ危ないと思っていまして、しかも免田事件のその後の検証にお

いて、検察側が検証して問題点など、転々とする自白ですとか、あるいは矛盾だらけの自

白は危ない、要注意であるという、まさにそのとおりです。確かにどこかの論文において、

しかも裁判所は自白の信頼性を試すため、そういう転々とするもの、あるいは矛盾だらけ

のものは、信頼性は認められないケースがありますので、転々とするものや矛盾がないよ

うに、例えば長時間、あるいは２、３日の取調べを行った後で調書を作成するという、む

しろそういったアプローチが望ましい場合もある、ということが書いてありましたけれど

も、それこそ危ないと思っています。本当にどのような取調べが行われたかが非常に重要
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な問題ですので、まさに今回の部分的な録画も全く同意見で、これだけ、最後だけを録画

してしまったら、何が行われたか、全く見えてきませんので、同意見です。しかし、もう

一点疑問に思ってきたことが、調書の利用にそのような危険が伴いますので、弁護人が当

然に調書の利用に同意しないで、その利用に反対するはずだと思ってきましたが、反対す

ることが少なく、同意する率が高い、と理解しています。それがなぜなのか、その疑問も

持ってきました。もっと弁護人側からの調書の利用を反対すればよいのではないかと思っ

ていましたが。 
（宮本委員） 
 私たち市民側から見ると、逮捕されて裁判にかけられる、その過程が全然見えてこない

んです。もし知るとすれば、ドラマや小説などでどういうふうに取調べが行われているか

を想像するだけです。ドラマでは、日本の取調室でものすごく暴力的に警官がやっていま

す。本当にああいう暴力や言葉での誘導をやるから、菅家さんのような冤罪が起きるので

はないかというふうに私たちは見るわけです。裁判は公開ですが、その過程の取調べの可

視化というのは、私は絶対必要だと思ってきたのですが、検察、警察側が反対している意

味を、今日はじめて知った次第です。 
 少し質問があるのですが、裁判員裁判のときの議論もそうなんですが、私はやっぱり自

白ではなくて、証拠を判定せよと。これが本当だと思うのですが、日本は何か自白が重要

視されていて、証拠がなんか片隅に追いやられている感じがするのですが、それはいわゆ

る先進国と比べて、特に日本が自白が重要視されているのかどうか。 
 日本は取調室では暴力が行われている。アメリカなんかを見ていると、逮捕するときに

ものすごく暴力ふるうようですが、取調室の暴力がないというのは、先ほど弁護人の立会

があるというふうに言われて、なるほど納得したのですが、いまだに日本でも取調室での

いろんな脅迫とか暴力とか、あるのかどうか、もしご存じだったら教えてください。 
 それからもう１つ、ビデオとか録音したものは、関係者が見せてほしいといえば、見せ

てもらえる、一般人が見ることができるとチラッとおっしゃったんですが、見ることがで

きるのかどうか。そこのところがちょっと疑問点。 
（秋田事務局長） 
 まず、今の日本の取調べの現状なんですけれど、確かに最近、氷見事件も起こり、その

前に志布志事件ということがあって、あからさまな暴力の数は少し減ってきているんじゃ

ないかなというのが実感ではあります。しかし、いわゆる自白強要というのが繰り返され

ています。これは体の暴力というのがなくても、やはり心理的に追いつめるということが

繰り返されていまして、つい最近私も関与していた事件で不起訴になった事件があるんで

すけれども、やはり否認をしていると、かなり叱りとばされ、要するに彼らは自分たちが

正しいと思っていますから、先ほど説教の話がありましたけれども、そういうことをして

います。そうすると、やっぱり認めたほうがいいんじゃないかと。多くの被疑者は正直、

その事件にあれでも、すねに傷のあるような、ちょっと悪いことをしていたような人が多
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いものですから、ここは認めてしまったほうがいいんじゃないかみたいな気になるという、

よく言うんですね。そういうことで、いまだに自白強要というのが繰り返されているとい

うようなことは、絶対否定できません。 
そもそも警察官の教育自体が非常に大きな問題をはらんでいると思いますけれども、彼

らは被疑者というのは必ず嘘をつくものであると。被疑者の言いなりに調書をつくるのは、

ある意味では刑事としての名折れであるというような発想をどうも持っている。この冊子

の中にも出てきますけれども、まさか否認をしている人間をもしかしたら真犯人ではない

と思って取り調べをしてはならない。必ずクロであると、絶対落とすんだという、そうい

う気概を持って取調べに臨みなさいというようなことが、流出したマニュアルなんかにも

出てきたりするんですけれども、そういう状況です。 
 ですから、彼らはある意味で真摯に自白強要をしてしまっている。そうすべきであると

いう教育がずっと続けられてきまして、やはり自白に頼る体質というのはまだまだ残って

いる。 
これは１つの歴史的な背景がありまして、日本は精密司法という言葉があるんですけれ

ども、すべてストーリーが完結していないと、要するにぼこぼこ穴が空くというような形

で有罪にするのではなくて、こういうことがあって、こうして、こうやって人を殺してみ

たいな、そういう虚偽自白と言われているものもすべてストーリーで語られる。どうやっ

て首を絞めて、どうしたという。氷見事件なんかでもそうです。それこそ、志布志事件な

んかでも、会合が４回行われる。そして、ありもしない会合であるはずなのに、ビールの

銘柄まで全部書いてある。そこで出てきたビールがどこのメーカーのビールであったとか、

そんなことまで書いてあるというような、そういう非常にストーリーにこだわる型の裁判

を戦後やってきたという、この伝統がまだまだ払拭できていないという現状があるという

のが、１つ大きな背景にあるということですね。 
 そういう意味で取調べの実態について、身体的な暴力じゃなくて、周防監督の描かれま

した、「それでもボクはやってない」、あれを見ますと、被疑者の若い青年が、警察官から

怒鳴られてやられるシーンという、自白を強要されるシーンというのが出てくるんですけ

れども、あれが非常によく実態を表しているなというふうに思います。 
（川崎副会長） 
 ビデオ一般のことについてお話しいただきたい。 
（秋田事務局長） 
 その点は、公開の法廷で取り調べられる限りでありまして、先ほど言いましたとおり、

刑事記録というのは一般に基本的に公開されませんし、弁護人は配付されます。弁護人に

は義務的開示をされるんですけれども、弁護人はそれを裁判のための検討のため以外には

流用してはならないという目的外使用、例えばこういう場に持ってきて、こういう DVDだ
ったんですということをしてはならないということが決められています。 
 ただ、公開の法廷の中で取り調べられますと、そのときに映像として公開されますから、
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その法廷の傍聴している人、それからそこに立ち会っている被疑者・被告人、そして裁判

官、裁判員は見ることができる。 
（宮本委員） 
 だから、傍聴人は一緒に見ることができるわけですよね。 
（秋田事務局長） 
 そうですね。その限りということで。 
（宮本委員） 
 傍聴人は、自分の関係者とか、いろんな知っている人である可能性は高いですよね。 
（秋田事務局長） 
 それは実際そういう取調べがなされたときは。ただし、いろいろそういう配慮というの

がありまして、傍聴人に対して見えないようにするとか、いろんな配慮というのは十分あ

り得ますので、そのあたりは必ず例えば先ほども見られるのは格好悪いとか何とか言う人

がいたとか、そういう話があるんですけれど、それは常にそういうふうに、別に中央公会

堂で映像が流されるわけでも何でもありませんし、それは別問題としてプライバシーの問

題があれば、それは配慮すべき問題であって、それはそのことと可視化が一部でなければ

ならないとか、可視化ができないとかという話とくっつける問題ではないと思います。 
（豊委員） 
 ちょっと 10 年前なんですけれど、このオレンジの冊子の 12 ページに出ている宇和島の
事件というのがありまして、たまたま当時社会部で記者をしていまして、無罪になった元

被告の方に会いに行きました。彼も虚偽自白を強要されて、６時間後にガンガン言われて

頭の中真っ白になって、ここにも書いてありますけれども、誰も自分のこと信じてくれな

いとか言って認めるわけです。論告も終わって、判決を待っていたんですよね。そしたら

全然別のところで、実は私がというか、真犯人が見つかって、無罪の論告があって、無罪

判決を受けます。ただ、その人が出てこなければ、きっと有罪が確定して、多分彼を救う

術はなかったのかなと。志布志事件は、朝日新聞の後輩が取材をして、いろいろ記事にも

書いたんですけれども、結局同じことがずっと行われていたということです。 
 感じたのは、被害救済するにはやはり可視化しかないんじゃないかなと思います。検察

が言っているのは、可視化をしたときに、真相解明機能がなくなるとか、あるいは信頼構

築ができないので供述が得られないというのは、まだ全然検証されていない話です。こう

言うと叱られるかもしれないのですけれど、大体この間ずっと審議会の話でも、議事録を

公開すると自由な議論ができないとか、最初名前は伏せ字でいきましょうとやってきた。

ただ、最近はほとんど伏せ字の議論なんていうのはなくて、大体どこもオープンになって

いると思うんですよね。かつ、インターネットで見れるところもあるでしょう。ですから、

検証もせず、ないことを理由に、いろんなことを言っているんじゃないかと。やってみて、

また考えればいい部分も多々あると思いますし、かつ、どうして一部の録音・録画だけ認

めて、全部録音・録画した場合に信頼構築ができない、真相解明ができないというのか。
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じゃあ一部だったらなぜいいのかと。もし外の目を入れることがだめであれば、一部だっ

てだめだということになります。そこの理屈がいまいちちょっとわからないところがあっ

て、後者のところは一体どういう理屈を警察、検察庁は言っているのか。なぜ一部だった

ら真相解明機能、信頼構築はできるのかという説明をしているのでしょうか。 
（秋田事務局長）  
 おそらく自白に至る場面というのは恥ずかしいから、一部とすることでその配慮をしま

しょう、というつもりなんだと思います。要するに自白した上であって、ある程度まとめ

た部分であればいいという、いろいろプライバシーとかそういうところが全部隠しておい

て、ある程度出来上がった、言ってみれば演じてみなさいというか、自白しているところ

を、こういうまとまった範囲のみ録画するんだから、要するにそういう恥ずかしい部分を

全部そぎ落としているんだから、いいでしょうという議論です。その限りで真相解明は阻

害されない理屈だと思いますけれど、これははっきり言ってナンセンスだと私は思ってい

ます。 
要は、隠したから真相解明であるということ自体が勝手なパラドックスなんですよね。

隠せばわからなくなるのは当たり前であって、わからなくなった部分で一体何が起こって

いるのかという問題もあります。そもそもひそひそ話が真相解明だという、見られないと

ころのひそひそ話が真相解明だという発想も、全くナンセンスですし、事実、真相を明ら

かにするというのは、検証に耐えられる形の証拠であってはじめてそれが真相解明ができ

たということであって、ひそひそ話はあくまでどこまでいってもひそひそ話であって、ひ

そひそ話の中では、真実だけでなくて嘘も語られます。先ほどの繰り返しになりますけれ

ども、陰でこそこそ言っていることが真実かどうか、悪口言っている内容が、ある意味で

はここだけの話にしてあげるから、悪口を言いなさいというような、そんな話なんですよ

ね。その悪口が真実かどうかって、じゃあ誰がわかるんですかと。いや、それは真相だよ

と俺が聞いたんだから、信頼関係つくって聞いたんだから真相なんだよというのが、警察

の言い分、検察の言い分だということになるんですけれど、だから、恥ずかしいところを

見せてないから真相なんだという、全くわかったようなわからないような理屈でしかない

んですよね。とにかく、真相というか、全過程が可視化されている中で語られて、耐えら

れるような供述であってこそ、はじめて真相解明する供述を得たと言えるはずです。その

ための技術を彼らが磨くべきですよね。 
（松永委員） 
 これだけ冤罪が続いてなくならないわけですよね。ということは、システムがおかしい

という、どうしてそういう発想にならないのか。いろいろお話を伺ってよくわかりました

が、ただ、今回の菅家さんのことというのは、皆さんに改めて、特にご本人があそこまで

出ていらっしゃったから、改めてみんなにも心に残ったと思います。よって、システムが

おかしいというところに、本当の議論をしていかないと、この機会を逃すと、本当にもっ

たいないなという気がします。 
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（片山議長） 
 これは、この問題だけじゃなくて、官僚機構に通底する問題なんですね。ですから、私

なんか元官僚のところにいたものとしては、特殊とも何とも思わないですね。この検察と

か警察のへりくつというのは。みんな同じなんですね。自分たちのやり方を変えたくない

んですよ。いろんな自分たちのやり方で不都合なことがいっぱい起こっていても、変えた

くないんですよ。これは官僚機構の病でして、一応謝ったり、その場をしのぐことはする

んですけれども、メカニズムとか構造を変えたくないという心性があるんですね。 
（松永委員） 
 例えばシンドラーのエレベーターでも、何かちょっとおかしいというのだったら、やっ

ぱり調べるとか。 
（片山議長） 
 それがやっぱりいろんな理由があるんですけれど、自分たちでは事情的に変えられない。

これがもう官僚機構のやっぱり末期症状なんですよね。ここにも出ていますよね。 
（清原委員）  
 今おっしゃったところに関係するかわかりませんが、今回、菅家さんの事件のときに、

異例のことと先ほどご紹介ありましたけれども、最高検のほうで即座に再審がなされる前

に釈放ということになりましたね。それは大変画期的なことであって、やはりこの間のい

ろいろな経験を踏まえて改革といいましょうか、改善といいましょうか、そういう歩みが

始まりつつあるのではないかというふうに感じているんですね。 
 この取調べの見える化をするときに、現在、少なくとも事例としてあるのは、最高検が

取り組まれたいくつかの事例だけですよね。日弁連さんのほうはそれをもとに積極的に外

国の事例なども調べて、こういうポジティブな面があるというふうに言われているのです

が、裁判所のほうでは、この取調べ過程の見える化によって、裁判が裁判員制度にもなる

ことだし、どういうふうなプラスがあるのかないのか。そういうことについて、裁判所が

検討されているような動向はおありになるのでしょうか。 
 私なんかは、こういう改革というのは、三者それぞれの視点があるので、法曹界で、や

はりできる限りそれぞれの枠を越えて議論をするような場がオープンにあったらいいと思

うんですけれども、裁判所の立場だけが今回出てこないものですから、何か最高裁でも議

論されているんでしょうか。 
（秋田事務局長） 
 歴史的なことを言いますと、司法制度改革審議会で一旦可視化の議論はもう終わりとい

うような終止符を打たれそうになったことがあるんです。書面による取調べ状況報告書、

取調べ状況記録書面というものをつくって、それで終わりにしようというような形になっ

たことがあります。その後なんですけれども、司法制度改革審議会の後に、いろいろさら

に検討委員会が設けられて、その中で裁判官委員がこの録画・録音問題、裁判員裁判へ向

けての制度設計の中で積極的な発言をしたということが、可視化が１つ脚光を浴びる大き
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な原因にもなったという事実があります。 
裁判所の本音は可視化してほしいということはあると思います。といいますのは、１つ

には、私の見方で当たっているかどうかわからないんですけれども、これまでは、やはり

検察主導の刑事司法だったと思っています。要するに、密室取調べで何が語られたのかと

いうこと、それが後追いで検証することばかりやらされていたのが刑事裁判の１つのパタ

ーンだったと思うんですが、今この裁判員裁判になる中で大きく変わろうとしているのは、

やはり公判中心主義。公判でわかりやすいという、密室で何が行われたかでなくて、まさ

に公判で決着をつけていこうという意味で、裁判官もヘゲモニーを獲得しようという動き

はあったと思います。 
その中で、かなり録音について論文が出まして、最高裁の意を受けたとかしか思えない、

吉丸眞元判事とか、そういう幾つか引用されている元裁判官の論文がたくさん出たという

現状があります。 
そういう中で、一旦終止符が打たれたかのように見えた録音・録画の議論が再燃をし、

今ここに来ています。本音の部分では裁判官の多くは可視化というものを求めていること

は間違いがないと思っています。ただ、最後の最後で彼らは腰が引けるんですね。要する

に日本の裁判はあくまで可視化をするかどうかは立法課題であると。この立場を絶対崩そ

うとしないんです。ちらちらちらちら、したほうがいい、したほうがいいというようなこ

とを言うんですけれども、しかし、自分たちは裁判官であると、それは立法で解決をして

ほしいということが、どうも本音のようです。 
そこがちょっと日本の裁判官のおもしろいところで、アメリカなんかでは州によっては

判例で解決しているところもあります。オーストラリアなんかでもそうなんですけれども、

要は録音・録画もされてないような自白は、全然証拠としてなりませんよと、ポーンと言

ってしまえば、一気に法律があろうがなかろうが進む部分でもあるんですよね。そういう

ことを彼らはしない。そこはとにかく立法で何とか解決してくださいと。 
（清原委員） 
それで、ここに立法での取調べの可視化の実現をというふうに、あえて立法でのという

のが付いているんですね。 
（秋田事務局長） 
 それは、おっしゃるとおりです。 
（清原委員） 
 すみません、ありがとうございました。 
（中川委員） 
 この問題は、可視化というとらえ方よりも、むしろ日本の取調べ方法の改革といいます

か、刑事事件における取調べ方法の近代化というか、改革というか、そういうとらえ方を

すると、割合わかりやすくなるし、それからそういうことになれば、日弁連としても最高

裁としても、自分たちはどう関与するかということを考えざるを得なくなってくるわけで
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すよね。可視化というのはその１つのあり方であって、やっぱりそれだけでは、その可視

化だけを 100％やれば目的を全部達するかという、そういうふうに思われないですよね。や
っぱり検察、警察の今の体質そのものが問題になっているわけで、そこのところをどうい

うふうに改めるかということが最大の問題でしょうから、だから、もうちょっと大きな視

点で法曹界がやっぱりアイデアを出し合うべきじゃないかなという感じがいたしますけれ

どもね。 
（片山議長） 
 本当はさっき秋田さんが言われたように、裁判所がしっかりすれば、こういう問題はな

いんですよね。裁判所が、冤罪を生むような、生んできたような、取調べ方では、証拠に

しませんよと言えば、取調べ方が変わってくるんですよね。結局裁判が機能していないと

いうか、機能不十分だと。 
（宮﨑会長） 
 最高裁が機能していない。 
（片山議長） 
 そういうことなんですよね。 
（宮﨑会長） 
 政治の世界で、あんな最高裁の裁判官辞めさせろとか、そういう動きになるのをとても

おそれている。 
（片山議長） 
 私、非常に興味深いのは、これ刑事裁判の有罪率が 99.9％だと言いますよね。というこ
とは、ほとんど機能していないということなんですね。なくてもいい。なくてもそんなに

変わらない。そういうと、皆さんの仕事なくなるから言いませんけれどね。 
（宮﨑会長） 
 本当に。検察官が裁判してたらそれでいいわけですからね。 
（片山議長） 
 古代の熱湯裁判とそんなに変わらないですよ、有罪率は。実は日本ではちゃんと審理を

して、吟味して、判定をする係の人が機能していないところがずいぶんあるんですね。例

えば、閣議というのがありますよね。内閣の閣議。これは有罪率というか、是認率は 100％
なんですよね。 
（丸島事務総長） 
官僚から上がってきたものを。 
（片山議長） 
官僚から上がってきたものを全部是認するわけです。大臣は何しているかというと、ひ

たすら花押をサインしているんですよ、サイン会なんですね。安倍内閣の時に１回だけ事

務次官会議と閣議の決定とが違ったことがあったんです。だから、99.9％ぐらいになる。 
 それからあと、地方議会がそうなんですよ。ほとんどの自治体の地方議会の是認率が
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100％でしょう。 
（清原委員） 
 １つだけ、住民投票請求条例の議案だけで、否決を提案して否決ですから、是認という

形になります。 
（片山議長） 
 是認でしょう。ですから、清原さんのところでも是認率 100％。これは要するに地方議会
が機能していないんですね。そこで何が起こっているかというと、閣議の場合には役人が

不透明な中で決めているんです。国民の目に触れないようなところで。だから、各省協議

というんですけれど、これを可視化することが実に重要なんですけれど、可視化は絶対し

ません。 
 それから地方議会はどうかというと、これはやっぱり役人と議員との間の根回しがある

わけですね。議員間の談合があるわけです。ここはオープンにならないで、法廷と同じ立

場の本会議というのは、ほとんど儀式化するわけです。あとは、シナリオを読み合う。日

本は、本当に決めるべきところが実は機能していないんです。その結果別のところが事実

上決めている。そこで、しょうがないから、実質的に決めているところを可視化とか透明

化とかしましょうねという話になっている。でも、そこの人たちはみんないやがるんです

よね。だから、私は、これをやることは、日本の構造改革の１つだと思うんです。司法の

改革だけでなくて。 
 もう１つ、さっきちょっと言いかけたんですけれど、官僚機構というのは必ずこういう

反応をするんですね。自分たちがやっている流儀を変えることはものすごく抵抗しますか

ら。そのことについて、いやだからいやだといえば素直なんですけれど、へりくつをいろ

いろ並べ立てるんですね。とんでもないことになるとか、大変なことになるなどとですね。

例えば日銀総裁が否決されましたよね。あのときに財務省の官僚が言っていたのは、空席

になったら日本経済に対する信用がガタ落ちになると。全然そんなことありませんよね。 
 それから、道路特定財源の問題で暫定税率が４月から去年ちょっと下がりました。官僚

たちは大混乱すると言っていましたが、何も混乱しませんよね。官僚の人たちが混乱する

とか、大問題になるというのは、実は眉につば付けたほうがいいんです。大体へりくつが

多いですからね。 
 私の経験は、私が鳥取県知事になったときに、透明化を徹底しますという話をしたんで

すね。そしたらもうみんな総スカンでした。そんなことしたら、仕事になりませんよと。

大混乱ですよと。ところが、やってしまって１年も経つと、いやあ、透明化がいいですと。

何も説明しなくていいと。私たちは全部透明化したら、仕事するのが楽でいいと言って、

結局毛嫌いしていたものが、自分たちを守る術だということがわかってくるんですね。 
 これ私 Everybody winsというのは、そうだと思うんですよ。取調べの正当性をきちんと
証明することになりますから、くどくどくどくど言わなくていいですから。だから、やっ

てみたら多分日本の検察や現場の警察官は、このほうがいいということに多分なると思う
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んですね。今は食わず嫌いだと思うんですね。 
それから最終的には私思うんですけれど、何のためにやるんですかというと、やっぱり

冤罪を防ぐためだと思うんですよ。特にこの議論をするときに、常に治安の問題はどうか

とか、こういう議論になるんですけれども、私なんかは、人権ということから考えたら、

自分のこと考えたらいいと思うんですね。自分がいつ何時、身に覚えのない刑事事件、犯

罪事件に巻き込まれるかって、これ人ごとじゃないですよね、菅家さんの件を見ても、電

車の中の痴漢の話を聞いても。自分がそういう事件に巻き込まれたときに、どういうこと

になっているのがいいかと言われたら、密室で誰も見ていないところで取調べを受けるよ

りは、絶対カメラがあったほうがいいと思うんですよ。自分自身のことを考えたら、絶対

可視化が必要だと思うんですね。だから、国民の皆さんがこれを人ごとだと考えないで、

自分が巻き込まれたときにどうかということを考えたら、自ずから答えが決まってくるん

じゃないかと思うんですね。中にはいやだという人もいるかもしれませんけれども、身に

覚えのない人だったら、絶対可視化されたほうがいいと思うんですね。そういう視点が必

要なのかなと思いましたね。 
（中川委員） 
 こういう議論はいつでもこういうふうに、あっちかこっちかになるんですよね。けれど

も、やっぱりよく考えなければいけないのは、別に否定するわけじゃないですよ。やっぱ

り効率性というか、そういうものも考えなければいかんでしょう。さっき片山さんが言わ

れたけれど、取締役会だって否決されたことなんか絶対ないですよ、企業。それは満場一

致なんですよ、いつでも。それは、みんなが何もやっていないわけじゃないんですね。結

局末端の組織が責任をもってきちんとやるべきことをやっているから、最終判断を議論あ

まりしなくて済むようにしてあるわけですよね。だから、その形だけをとらえて、それが

いかんとかいいとかいうのは、ちょっとやや問題がありまして、僕は今の検察、警察の体

質というのは変えなければいかんと思っていますが、だけどやっぱり犯罪捜査というちょ

っと特殊な世界における技術というものはやっぱりあると思うし、それが改革してこなか

ったから、今問題になっているわけで、そういうものはどんどん発達させなければいけま

せんけれども、それそのものを否定して、こういうところにおける会議と同じように、犯

罪者と警察とが対話をするということはあり得ないと思いますし、どの辺までやっぱり許

容するのか、どこがいけないのか。 
やっぱり１つは、弁護士立会というのをなぜ考えられないんですかね。もう被疑者がま

いっちゃって、これはもう落ちそうだと、俺は。もうこんなんじゃ困るというときに、弁

護士さんを呼んで、ちょっと助けてくれと。とんでもないことになりそうなんですという

ことは、なぜ言えないんですか。これは制度的に何かそういうのがあるんですかね。 
（宮﨑会長） 
 弁護士立会権が、それは入れば入ったで、われわれは否定しているわけではないんです

よね。ただ、一番合理的なシステムとしてずっと録画しておいてくれたらそれでいいじゃ
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ないかと。 
（中川委員） 
 だけど、それは後でしょう。 
（宮﨑会長） 
 ずっと取調べを録画しておれば、それでいいわけです。後からいくらでも検証できるわ

けです。 
（中川委員） 
 いや、そうじゃなくて、もう今たまらないのだと、被疑者が、今もう落ちそうだと。 
（宮﨑会長） 
 そのときに弁護人立会権というと、いつでも弁護士をずっと待機していなければいけな

いわけです。今と言われたら 24時間じゃないけれど、それは現実に不可能でしょう。 
（中川委員） 
 だけど、24時間待機ということじゃなくて。 
（宮﨑会長） 
 それよりはやっぱりビデオで、後から検証するというシステムがいいと思います。ただ、

取調べの立会権があること自体は別段否定はしないし、アメリカのように、弁護士が、取

調べノーだと。何時から何時までなら俺が空いているから、その間なら取り調べてもいい

よと、こう言えるならそれでいい。ただ、日本の取調べのシステムがそうなっていないで

すから。 
（中川委員） 
 だからそこら辺もさっき言ったように、どうしてそういう話にならないんですか。 
（宮﨑会長） 
 弁護士が空いている時間に取り調べてくれという権限があるなら、それはそれでもいい

のです。 
（丸島事務総長） 
 今、中川さんがおっしゃったその問題が１個あるんですね。取調べ規制の問題で、要す

るに、のべつ幕なしに朝から晩まで取調べをしているという前提での議論をするのはいか

がと。本質的に言うと、やっぱり取調べの時間がどうあるべきかというのがあったり、あ

るいは身体拘束時間がどうあるべきかという問題があったり、それとセットで弁護人立会

の課題も、そこは出てくるんだろうというふうに思います。 
（中川委員） 
 一番わかっているのは被疑者ですよね。一番わかっているのは被疑者ですから、その被

疑者の要請があるときに動けるという体制があるというのは、非常に自然なように思うん

ですけれどね。 
（宮﨑会長） 
 その体制を確保するだけの報酬がいただければ、いつでもいいと私は思います。 
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（中川委員） 
 アメリカはどうなんですか。 
（フット委員） 
 アメリカはもちろん任意で取調べを受ける被疑者も結構いますけれども、ミランダの権

利というのか、黙秘権が非常に強くなっていますので、結局は応じないと言えば、そこで

取調べを本当はストップしなければいけないことになっています。ですので、実際上は弁

護人の立会の権利はちゃんとありますけれども、実際上はそれほど使われなくて、結局は

大体応じたくないという時点で、取調べも終わってしまっていますので、結局弁護人の立

会の話にもならないわけですけれども。 
 もう１点、先ほどの点に関して、私の理解では、検察官の立場としては、１対１でない

と反省・悔悟が生まれてこない、という主張です。ですから弁護士のことではなく、むし

ろ検察官側からは、１対１でないとだめだということです。弁護人が入ってしまえば、そ

の取調べの重要な目的の１つは反省を促すことであって、第三者が入ってしまえば、反省

を促すことはできないというふうに検察側が主張しますけれども、それは今のビデオカメ

ラがこれだけ小さくなってしまえば、そのような理論は全然成り立たないだろうと思いま

す。 
 もう１つ、私からの質問として、今度の裁判員裁判において、調書はどうなるんでしょ

うか。目で見て、耳で聞いてわかる裁判の実現ということになっていますが、そうだとし

ますと、調書はもう使わなくなってしまうのでしょうか。 
（秋田事務局長） 
 そうすべきであると、昨日も大阪でだいぶそういう裁判官と実は議論してきたんですけ

れども、私たちはとにかく調書は不同意にしていくんだと。徹底して口頭主義になるんだ

というところを、弁護実践としてもしたいんだという、ただ、そこがどこまで実現できる

のかというのは、実は弁護士の力量にこれからかかわってくるのではないかなと、われわ

れは思っています。 
 私はちょっとそういう意味では裁判員の関係でも、いろいろそういう弁護実践のあり方

について議論するのにだいぶかかわってはいるんですけれども、それは本当にわれわれが

どういう運用になっていくのかというのが、われわれの意識、弁護人の責任というのは重

いなと思っております。 
（丸島事務総長） 
 基本は法廷で目の前で行われて、そこで真相を明らかにしようというのが基本だから、 

調書はできるだけ使わないというイメージだと思います。 
（川崎副会長） 
 陪審裁判が昭和３年から昭和 18 年まで 15 年間開かれているわけですが、このときの無
罪率が 18％程度に達しているんです。484 件陪審に付されて、81 件が確か無罪。なぜか。
要は、事実認定をする陪審員に対しては調書が渡されなかった。だから法廷の中でのやり
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とりだけで陪審員が判断したというふうに言われているんですね。それと同じ結果が出て

くるかどうかはわかりませんけれども、少なくとも今の 99.何％からは動く可能性がありま
すし、調書に頼らない裁判というのを実現する可能性はあると思います。 
（フット委員） 
 その点に関しまして、何年か前、裁判員裁判のまだ制度設計の時代でしたけれども、あ

る裁判官と話していたら、今後は調書はどうなるんですかね、こんなに分厚い調書は裁判

員全部読むわけにはいきませんので、やはりわれわれ専門裁判官が省略版をつくらなけれ

ばいけないんでしょうと言われました。そのとき、ゾッとしましたけれども、その後、そ

のような話は裁判所側から聞かなくなってしまいました。しかし最近、ある検察官と話し

ましたら、今度はそういう分厚い調書は使えなくなりますけれども、省略版をわれわれ検

察官が作成しまして、それを法廷で口頭で読み上げることになるだろうとおっしゃいまし

たけれども、それもまた、それは最後の部分的な録画と同じような問題が生じてしまいま

すので、そうならないように祈っていますが、どうでしょうかね。 
（秋田事務局長） 
 まさにわれわれの意識でしょうね。やっぱり同意するか、不同意にするのか、本当に弁

護人の決めるところですから、弁護士がどこまでそこを目的意識を持ってこれから弁護活

動をするのかというのは大きいと思います。 
（片山議長） 
 さっきも私申し上げましたけれど、政治があまり機能していないと言われていて、例え

ば後期高齢者医療制度なんて導入されましたけれど、非常にすこぶる評判悪いわけですよ

ね、姥捨て山だとか言われて。それで、導入したときにすごく批判が出るわけです。誰に

矛先が向くかというと、厚生労働省に向くんですよね。だけど、法律通したのは国会なん

ですよね。その法案を決めたのは閣議なんですよね。誰も大臣の責任だとか、国会議員の

責任追及しないで、役人を追及するわけですよ。おまえが悪いと言って。役人は謝りはし

ないけれど、抗弁するわけですよね。すごく不健全ですよね。決めた人たちはほとんど責

任感を感じていない。 
よく似ているなと思うのは、今度の菅家さんの事件で謝れと言って、警察本部長が謝っ

て、最高検の次長が謝って、裁判官は謝っていないでしょう。一番謝らなければいけない

のは裁判官ですよね。だって、言うなれば、検察は案を出しただけですから、起訴したと

いうのは。それを見て決めたのは裁判官ですからね。裁判官に誤りがあったんですよね。

最も謝らなければいけない人たちは、多分自覚もないんでしょうか。世間も追及しません

よね。ここに私は問題あると思うんですよ。本当はそこで裁判官を追及というのは変です

けれども、裁判官の誤りをきちんと正して、どこに間違いがあったんだろうかということ

を検証していけば、やっぱり検察の調書をあまりにも重視しすぎたとか、そういうところ

になって、当然この可視化の問題というのは、その辺からアプローチがされると思うんで

すよね。 
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ところが裁判官というのは超然としていて、問題だ、問題だと言ってこっちのほうで検

討するというのは、何か変だなと思って、政治と役人との関係とよく似ているなと思って、

本来機能すべきところが機能していないという。それで日本の構造問題が多いですけれど

ね。 
（丸島事務総長） 
 イギリスのいろいろな刑事司法の制度改革の取組は、冤罪事件をめぐって政治レベルか

いずれかのレベルで、独自の調査委員会をつくられて具体的な原因分析をする、そこから

いろいろな提案をしている。日本でも足利事件を、これだけのことが起きたら、どこかで

きちんと検証して、どこに間違いがあったのかと。責任がどうなるかという明らかにして

改善に結びつける。そういうことが今されなければいけないと思うんですけれども。 
（片山議長） 
 それをするのは最高裁だと私思いますけどね。 
（丸島事務総長） 
 そこがちょっと今見えない。 
（片山議長） 
 そのことをきちんと問題点として提示すべきだと思うんですよね。あなた方が一番の責

任者なんですよということを。検察だけが悪いと言われていますけれど、検察は案をつく

っているわけですから。 
（川崎副会長） 
 実は一審弁護人も十分に反論しなかったというところで、弁護人側の責任もあるんじゃ

ないかという、こういう指摘もあります。 
（宮﨑会長） 
 菅家さんの事件はね。公判の途中までずっと自白をしているというか、認めていました

からね。難しい事件です。 
（丸島事務総長） 
 それは、捜査官が取調室で被疑者と心を通わせて真摯に取調を行い自白に追い込んだの

が、これだけ間違いだという、そのどんなに熱心にやっても、間違いだったという構造的

な問題として考えなければいけない。 
（片山議長） 
 結局問題は、説明責任を果たさなければいけないのは、この件だと裁判官ですよね。と

ころが裁判官はそれから免れているわけですよね。じゃあ実質的に誰が説明責任を果たす

かというと、検察、警察になっているわけですよね。そこが実は不透明なので、説明責任

を果たせませんということになっていますから、結局誰も説明責任を果たさないわけです

よね。しょうがないから、検察を透明化して、取調べ側を透明化しましょうかと、今こう

なっていますけれども、本当は説明責任を果たすべき人がちゃんとすれば、この問題は解

決するんだろうと思うんですね。 
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（宮﨑会長） 
 菅家さんの事件は、DNA 再鑑定の申請をどんどん却下しているでしょう、裁判所がね。
DNAの再鑑定ぐらいやればいい。 
（片山議長） 
 やればいいですよね。 
（宮﨑会長） 
 と思うんだけど、やり直し、見直しを一切受け付けないという体質も問題かなと。 
（中川委員） 
 マスコミの出動の場面じゃないですかね。 
（豊委員） 
 鎌田慧さんが、東京新聞のコラムに書いていたんですけれど、今回の事件はまさに裁判

所、検察庁という、国家権力の敗北なんだけれども、同時にメディアの敗北でもあると。

メディアが徹底的に検証しろと言っていましたので、これは新聞労連でも、来期の新聞研

究活動というのがあるんですけれど、この検証をすべきではないかと、今議論していると

ころです。 
（宮﨑会長） 
 関連して証拠の目的外使用というのも、本当は極めて重要な問題でして、大阪で、所長

がおやじ狩りに遭ったという事件で、弁護側が防犯カメラのビデオテープをテレビ会社に

持ち込んで、実は身長が検察官の主張と違うと鑑定してもらうと同時にそれが放映された。

しかし、テレビ会社に持ち込んだことが目的外使用だというようなことで、捜査の対象に

なりかねないというようなところがあったんですが、これを厳格にやっていくと、弁護側

は先ほど言ったように、研究も検証もできないし、また場合によっては弁護活動にも支障

が生じる。 
 われわれとしては、今度の裁判員の守秘義務もありますけれども、厳格に運用されると、

支障が出てくると思っています。 
（宮本委員） 
 検察、警察が全面可視化に反対する理由は、やっぱり被疑者に対する人権意識がない取

調べをやっているからじゃないかと私はずっと思っている。99.何％が有罪になるというの
は、最初から被疑者は犯罪人、犯罪を犯したと。自分たちは一段上に立って、官僚もそう

なんです、お上ですから、私たちに何かしてやっているという、ずっと伝統的な意識があ

る。だからそういう人間的な差別意識というんですかね、それは私も根底にあってはなら

ない法曹か司法でまだ厳然としてあるんじゃないか。被疑者は裁判で確定するまでは無罪

であるという意識が、全然日本では定着していない。そこから私は意識を変えていかない

と、検察、警察側の取調べというのは、公開できないような取調べをやっているんじゃな

いかと。弱い人に対する平等意識というのがないんじゃないか。弱い人もそういうものを

持っていない。菅家さんみたいに持ってなかったんじゃないかと。だから根本的な日本の



 35

社会の意識に根ざしているんじゃないかと、私は思っているんですけれど。 
（フット委員） 
 さっきの目的外使用関連で、私が以前から気になっているのは、調書は結局渡すだけで、

読み上げることもありませんので、結局調書の内容を見ているのは裁判官、弁護人、検察

官だけであって、裁判は公開の法廷で行うという憲法上の規定があるにもかかわらず、調

書の内容がわからなければ、いくら傍聴しても裁判の本当の中身が全くわからないわけで

す。見えてこないというふうに思っていますので、それも目的外使用、あるいは公開の裁

判の観点から、調書のそういったような利用も１つの問題であるというふうに思っていま

すが、どうやらそれはアメリカ人として見ますとおかしいと思いますけれども、日本人は、

これは当然視しているような気がいたしますけれども、どうでしょうか。それは検察官、

裁判官だけは当然視しているのでしょうか。 
（秋田事務局長） 
 エリート意識がかなり影響していた、日本の裁判をゆがめていたのは、これは間違いな

いんじゃないでしょうかね。その意味では、それこそそれを変えるのが裁判員裁判ですか

ら、これから今すごく大きな責任を弁護士が負っていることだけは間違いがないと思いま

す。 
（丸島事務総長） 
 裁判員裁判の議論を通じて、可視化は具体的な課題となってきています。取調などの刑

事司法改革の課題は、今まで岩盤みたいな固い壁にぶつかって全然議論にならなかったの

ですが、裁判員裁判が始まることになってから、今こそ可視化が必要だという議論になっ

てきています。 
（中川委員） 
１つ教えてほしいのですが、99.7％という、あれは前から不思議で仕方がなかったんだけ
れど、要すれば起訴したものは 99.7％が有罪になっているという意味でしょう。そしたら、
起訴しないものもいっぱいあるわけですね。起訴しないものは、検察段階でこれは無罪だ

という判定を下しているということは当たり前、そういうことですよね。 
（丸島事務総長） 
 有罪にするのは難しいとか。 
（中川委員） 
 有罪にする、そこなんですよ。だから本来は起訴すべきものを、有罪率を上げるために

これ逃しているという面は見えないですよね、これは。 
（丸島事務総長） 
 検察官が裁判を決めたらおかしいことになる。 
（中川委員） 
 それはどういうふうに補足されているのか。 
（宮﨑会長） 



 36

 これは可視化すると有罪にならなかったら治安は悪くなるというけれど、本当は不起訴

になる、あるいは立件されない事件がものすごくたくさんあるんですよ、世の中。これは

なぜ立件しないか、不起訴にするかというと、本当の誤認逮捕とか何だとかというのもあ

るけれども、多くは検察官が立証に苦労する、ややこしいな、忙しいなということで埋も

れている事件が多いのです。現場の警察官には検察官の不起訴処分に対する不満はものす

ごくわかるんですよね。ものすごく捜査をして、膨大に調書を書いて、だけど検察官が立

証が大変だなということで不起訴にするというようなこともある。膨大な無駄が今、警察、

検察庁の中にあるんです。だから、これだったらもっと可視化をして、書類作成にかける

膨大な手間を省き、刑事が町にもっと出て行って、多くの犯罪を捕まえたほうが、日本の

トータルの治安としては、とっても改善するのではないかと。私はこの可視化云々という

議論をされるときには、本当に処罰するべきもの、起訴するべきものというのが、調書を

書く手間で忙殺されていて、立件されていないものがある。トータルとして刑事司法を見

れば、可視化というのは非常に日本の治安の改善に資すると思う。弁護士会が強調するこ

とではないけれども。 
（中川委員） 
 もっといえば、疑わしきものは積極的に起訴をして。 
（宮﨑会長） 
いや、そんなことは言いませんが。 
（中川委員） 
それで法廷裁判員に判断してもらうというアメリカ式の考え方に持っていくのか。ある

いは今のような確率を重んじてそういうことでやっていくのかというような議論になる。 
（片山議長） 
 ありますね。 
（宮﨑会長） 
 それはトータルの刑事司法から見るとね。可視化しないから、ともかく１点の曇りもあ

ったら、裁判官の心証が得られないおそれがあるので、ともかく必死になってその１件を、

盆栽を手に入れるように、ものすごく労力をかけて大事に持っていく。だから 99.7％の有
罪率。もう少し刈り込み方を、可視化することによって、他のところに労力を使うべきじ

ゃないのかなと私は思ますけどね。 
（川崎副会長） 
 可視化の問題の他に、中川さんが取調べ期間のあり方、取調べの方法ということをおっ

しゃいましたでしょう。昨年 10月の国際人権規約の委員会では、我が国の人権状況に対す
る勧告が行われているんです。１つは、可視化を実現しようということ。もう１つは、捜

査機関のあり方として、真相解明をするのは、捜査機関の役割ではないと。証拠だけ集め

て、それをそのまま裁判所へ持っていって、裁判所が判断すればいいんだと。それはさっ

きからフットさんがおっしゃっておられるアメリカ式の取調べのやり方、捜査のやり方と
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いうことになるのかもしれませんけれどね。これ、結構おもしろいなと私は思っています。 
（中川委員） 
 岡っ引きなんですよね。調べた人が判断するというのが江戸時代からのあれで、裁判所

みたいなのがなかったわけですから。大岡越前守のところで全部判断する、検察が判断す

るという体質でしょう。ここをやっぱり、そこをもう少し国民の皆さんに知らせなければ

いかんような気がします。それで当たり前だとみんな思っているわけだし、しかも安心し

ていますよね、99.7％だと。我が国の治安は優秀であると。だけど、これは今の話のように
隠れた部分を見ればですね。 
（宮﨑会長） 
 ものすごい不起訴件数です。 
（中川委員） 
 それはどうかという問題になりますから、その辺もやっぱり少し PRというか、本当の意
味で知らないと、だから可視化とか、そういうことが必要なんだという。 
（藤本副会長） 
 そういう意味では菅家さんの事件、菅家さんのたまたま足利事件の関係では、自白もあ

るし、DNAの鑑定もあると。ところが、菅家さんはその当時同じような地域で起きていた
別件で、やってもいないのにやったという自白を取られているんですよ、２件。結局検察

官のほうは、それは裏付けが取れないということで不起訴になっていると。 
 そこでもう一度ここで可視化のところをもう一回考えなければならない。要するに自白

に追い込むということが、いかに一般の人にとってみると大変なことなのかということを

認識した上で、可視化の問題を考えていかなければならないのではないかと、僕はこうい

うふうに思うんです。だから、新聞にちょこっと２件について自白したけれども、不起訴

になったということが出ているんですけれど、その辺のところの問題点をもう少しマスコ

ミのほうで取り上げて、なぜそうなったのかというところあたりを取り上げていただけれ

ば、運動につながってくるんじゃないかと思っているんですけれども。 
（川崎副会長） 
 今の２件というのも、幼児殺害事件なんですよ。結局菅家さん、３件全部自分がやった

と自白しちゃった。このうちの２つの事件は自白だけで証拠が集まらなかったから、起訴

していないわけですよ。実際にこの３件、彼がやったとするならば、死刑ですよ。幼児３

名の虐殺ですからね。それでも自白している。嘘の自白をさせられている。これが一番の

問題なんでしょうね。 
（中川委員） 
 だけど、それは本人にも多少問題があったんですかね。そうとしか思われない。 
（丸島事務総長） 
 僕らも被疑者と会って、知的な問題や性格的なことも含めて、非常に素直な人だったり、

誘導に乗りやすかったり、いろんな方がいるわけで、刑事事件と無関係のこういう一般的
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な世界にいると、何でそんなことと思うんだけれど、やっぱり実際に話してみると、僕ら

がこうでしょうと言ったら、そうですねと言われる被疑者の方というのは結構いるわけで、

そういうことをよく見極めた上で取調べをしないと、真相究明なんだと言ったって実情は

そんなものじゃないというふうに僕は思いますけどね。 
（中川委員） 
 そう思いますね。 
（丸島事務総長） 
 これは本当にいろんな方がいます。しかもああいう空間の中でやガンガンとまた理詰め

でやられたときに、「すみません」となるという心境というものを、僕らが理解しないとい

けない。 
（中川委員） 
 第三者がそこへ入るというのはやっぱり大切じゃないかな。 
（相原事務次長） 
 ニュージーランドなんかは、そういう問題事例に関しては、やはり客観的な第三者を入

れるとか、いろいろな制度があったりするみたいなんですけれども、あともう１つ、今の

話があって、19ページに愛媛の事件が出ていたのですが、これは私が修習しているときに、
検察、弁護士修習、裁判修習でたまたま同じ事件を３か所で見るという、ちょっとレアな

ケースを体験しました。43人中 41人が自白しましたが。最終的にその件に関しては全員無
罪になりました。これなんかは途中でだんだん落ちていくんですね。なぜ落ちるかといっ

たら、ここに書いてあるとおりです。最後２人だけ完全否認を貫きました。ところがその

２人は最後まで身柄を取られました。あとの人たちはやはり仕事があるとか、体力的にき

ついとかということで、選挙違反だったものですから。だんだん痩せていくんですよね。

会いにいくと、もうだめですと。２人だけ最後まで否認しましたが、後で最後に客観的証

拠があったものですから、この件に関しては無罪になったんですけれども、ごく普通の、

普通の、何の前科もない方たちですが、自白しています。 
（宮﨑会長） 
 ずっと否認しきるなんてすごい。 
（相原事務次長） 
 否認しきった２人のほうが。 
（中川委員） 
 そういうものですかね。 
（相原事務次長） 
 検察官を私は知っているんですけれど、皆さん正義感でやっています。弁護士修習行っ

て、弁護人のほうでそれこそ朝昼晩どこでも行くからと言っているんですけれど、捜査す

るからというので、昼の時間とか、休み時間、ここの 30分しか会わせないとか。 
（丸島事務総長） 



 39

 会わせないよね。 
（相原事務次長） 
 会わせないです。 
（丸島事務総長） 
 会った直後が問題なんだ。僕もやっぱり経験ありますけれど、15 分間ぐらいあって、そ
の後で自白させられているんですよ。法廷で、弁護人と会った後の自白だから、これは正

しいんだと、こう主張するんだけれど、本人に言わせると、本当に苦しくて苦しくて仕方

がないときに弁護人と会ったときに、ポッと青空が空いたような気がするのね。それで、

それがパッと閉じられるんですよ。ガクッと心理的に落ちているころへ落とすタイミング

なんですよね。そういうことのために弁護人が利用されるというのを経験して、本当に怖

いものだなというふうにつくづく思いました。一審で無罪になった例ではあるんですけれ

ど。 
（宮﨑会長） 
 大体、みんな後悔をしている弁護事件が幾つかありますよね。 
（吉永委員） 
 そういう方法が可視化になると使えなくなるということは、警察と検察側にしてみれば

ダメージだと受け止めている。 
（宮﨑会長） 
 われわれから見れば、捜査の技法をきちんと磨いてもらったら。可視化した捜査機関は、

世界中いっぱいあるわけです。それで別段治安が悪くなっているわけでも何でもないわけ

ですよね。むしろ、捜査陣も可視化すれば先ほど言ったように獲得できるものがある。捜

査官と僕ら酒飲んだりしても、可視化してもらったほうが、楽ですと、そういう人もいる

わけ。 
（丸島事務総長） 
 そういう人もいますね。 
（宮﨑会長） 
 少数だけどいるわけ。ビデオテープで撮って、本当に自白して、ああ楽だと、それでも

う１件終了だという。調書を作る、しかも有罪になるように作文をしてというのは、大変

な手間なんですよと言って。 
（片山議長） 
 どうもありがとうございました。非常に活発な意見交換ができましたので、ぜひこれを

今後の可視化問題の取り組みに生かしていただければと思います。以上で意見交換を終わ

らせていただきます。 
 
 ② 次回日程 
（片山議長） 
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 次回の件ですが、ちょっと委員の皆さん方の日程調整をして、なかなかいい日がみつか

らないものですから、別途事務局とご相談させていただいて、またご連絡を申し上げたい

と思います。 
  
 ③ その他 
（片山議長） 
その他何かありますでしょうか。よろしいですか。 
 それでは本日予定しておりました審議事項は全部終了しましたので、これで第 23回日弁
連市民会議を閉会させていただきたいと思います。 
 ありがとうございました。（了） 


